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総括研究報告書 

       就労系障害福祉サービス事業所におけるテレワークによる就労の推進のための研究                     

（21GC1017）  

就労系障害福祉サービス事業所を対象としたテレワーク就労オンラインセミナー実施による効果に関する研究 

 

研究分担者 山口明日香 高松大学・発達科学部 

【研究要旨】 

 

A.研究目的 

2020 年からの 1 年間で企業のテレワーク求人件数

は約 3.2倍となっており、テレワーク就労を希望する

応募者もは約 1.9倍となっていることが報告されてい

る（パーソルキャリア、2022）。また就労継続支援事業

所において人材不足が指摘されている AI を支えるデ

ータワーク産業の担い手として、取り組む事例が報告

されている（梅木，2021）。コロナ禍によって、DX が

さらに進展し働き方に対する変化の潮流が大きく変

わりつつある。この潮流は障害者雇用及び就労支援の

領域においても大きく影響している。この流れは企業

の障害者雇用率が 2.7％が見込まれる中さらに加速し

ていくであろう。よって時代の潮流に応じた障害のあ

る者のリスキリング及び就労支援機関の時代に応じ

たアップデートは緊急性が高い課題である。そこで，

本研究では、全国の就労系障害福祉サービス事業所を

対象に、時代に合わせた支援のアップデートとテレワ

ーク就労を実践するためのオンライン研修プログラ

ムを開発し、その効果を検証することを目的とする。 

 

B.研究方法 

1．オンラインセミナー概要 

本研究では，オンライン研修プログラムを 2022 年

12 月 9 日の 9 時から 18 時かけて全国の就労系障害福

祉サービス事業所を対象にオンラインセミナーを実

施した。案内を各都道府県の障害福祉施設を所管する

担当課より案内いただき、QRコードを利用したオンラ

イン申込みを受け付けた。 

2．分析方法 

オンライン研修として 2022年 12月９日に実施した

際の申込者は 627名であり、その後のオンデマンド教

材を受講している参加者は 289 名(2022 年 12 月 22 日

現在)となっている。オンライン研修を受講した受講

者のうち、受講後アンケートに回答のあった 243名の

回答を分析した。具体的な設問項目は、事前アンケー

トには、参加者の所属する施設種別、都道府県、セミ

ナープログラムへ期待する内容を設定した。事後アン

ケートには、参加者の所属する施設種別、セミナープ

ログラムの学びになった内容、回答者の日頃の職種、

セミナープログラムの満足度、学びになった内容、今

後の取り組みと方針、今後の情報提供の希望、自由記

述による感想を設定した。 

3．倫理配慮について 

本研究は，高松大学研究倫理審査委員会にて倫理審

査の承認（高大研倫審 2021002）を経て実施した。 

C.研究結果 

 本研究は，就労系障害福祉サービス事業所を対象としたテレワーク就労に関するオン

ラインセミナーの実施における効果を検証することを目的とした。全国の就労支援に携

わるもの 623名を対象に 9分野のテーマから構成されるオンラインセミナープログラム

を実施した。実施した結果、就労系障害福祉サービス事業所のテレワーク就労の促進に

つながるテレワーク就労支援の実際の理解と今後の積極的な導入検討の効果があること

が確認された。この効果を維持継続するために、オンデマンド視聴や継続的な情報配信

を行うプラットフォームの整備などを行う工夫が必要であることが明らかになった。 
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１．参加申込者の概要 
 オンラインセミナーの参加申込者627名のうち、事
業所の種類別では、就労継続支援B型事業所が204ヶ所、
就労移行支援事業所194ヶ所、就労継続支援A型事業所
129ヶ所であった。その他の職業リハビリテーション
機関としては、障害者就業・生活支援センター13ヶ所、
地域障害者職業センター1ヶ所の申し込みがあった
（表 ）。47都道府県別の、参加者区分では、北海道
が47名、次いで大阪府41名、東京都31名で上位を占め
ていた(図１)。 

 

 

 
２．プログラム内容として期待していること 
 参加者が申し込みにあたり、期待している内容につ
いて複数回答で選択をしてもらったところ「テレワー
ク就労の実際について知りたい(445：13.5%)」で最も
多く、「テレワーク就労におけるアセスメントの工夫
やポイントについて知りたい(390：11.9%)」、「テレ
ワーク就労を実現するための訓練内容について知り
たい（378：11.5%）」、「テレワークをめざす訓練の
様々なツールの使い方や事例について知りたい(328：
10.0%)」がその理由の上位を占めていた(図２)。 
 その他には、事業所や利用者の準備事項や、職場開
拓に関する内容にも比較的高い期待がされていた。 
 
３．オンラインセミナーのプログラム内容と構成 
 プログラムは7つの部から構成され、「第1部：テレ
ワークの働き方と変化（60分）」、「第2部：テレワー 
クで働く障害者の実際（90分）」、「第3部：テレワー

1 就労移行支援事業所 194 30.9%

2 就労継続支援A型事業所 129 20.6%

3 就労継続支援Ｂ型事業所 204 32.5%

4 障害者就業・生活支援センター 13 2.1%

5 行政機関 27 4.3%

6 その他 51 8.1%

7 教育機関 8 1.3%

8 地域障害者職業センター 1 0.2%

627有効回答

表１ 参加申込者の所属別 

図１ 参加申込者の都道府県別 

図２ 期待する内容 
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クを目指す訓練のポイント（60分）」、「第4部：訓練
生のアセスメントと訓練プログラム（60分）」、「第
5部：職場開拓と定着支援の実際と連携（60分）」、「第
6部：就労支援事業所の確認ポイント(40分)」、「第7
部：テレ訓練をはじめるにあたり覗いてみようバーチ
ャルオフィス(90分)」として実施した（表２）。 
 講師は、各領域の実践者14名からその支援の実際と
ポイントについて発表してもらい、研究代表者が総合
司会とコーディネートを行い、３名の分担研究者がフ
ァシリテーターとして参加した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４．受講後のアンケート回答者の概要 
 627名の参加申込者の内、当日のオンラインアクセ
スのあった参加者の最大値は561名であり、一時退室・
再度入室者含む延べアクセス者数は1182名であった。 
 事後アンケートに回答のあったのは、243名であっ
た。これは参加申込者の内38.8％であり、当日参加者
の43.3％に該当する。 
 事後アンケート回答者の内訳は、就労移行支援事業
所が32.7％で最も多く、次いで就労継続支援Ｂ型事業
所が30.８％、就労継続支援Ａ型事業所が20.3％であっ
た（図3）。 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 回答者の日頃の職種は、「指導員・支援員」が90名
(37.0％)で最も多く、次いで施設長等の管理職が64名
（26.3％）、サービス管理責任者56名(23.0％)であっ
た（図４、表３）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 回答者の内209名にあたる86.0％が、参加したセミ
ナーのオンデマンド視聴を希望していた（図５）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
５．セミナープログラムの満足度 
 回答者のセミナープログラムへの満足度は、「非常
に満足した内容であった」とする回答が162名(66.7%)
あり、「やや満足した内容であった」が75名(30.9%)、
「どちらとも言えない」が5名(2.1%)、それ以下の「や
や不満のある内容であった」、「非常に不満のある内
容であった」は０名であった。回答者の内の97.9％が
満足以上の満足度を示した（図6,表5 ）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

６．学びになったセミナープログラム内容 
 参加したセミナープログラムのうち、回答者の学び
となった内容について複数回答にて選択してもらっ
た。 
 最も学びになった内容としては「テレワーク就労の 
実際について知る」が188回答と多く、次いで「バーチ
ャルオフィスなどの新しい職場環境について知る(14
3回答：10.7%)」、「テレワーク就労を実現するための
訓練内容について知る(133回答：9.9%)」、「 テレワ
ーク就労をめざす訓練の様々なツールの使い方や事
例について知る(127回答：9.5%)」、「テレワーク就労
におけるアセスメントの工夫やポイントについて知
る(124回答：9.3%)」という順で示された(図７、表6)。 
 

1 指導員・支援員 90 37.0%

2 相談員 6 2.5%

3 サービス管理責任者 56 23.0%

4 施設長等の管理職 64 26.3%

5 企業関係者 4 1.6%

6 行政関係者 6 2.5%

7 学校教育関係者 3 1.2%

8 医療関係者 0 0.0%

9 当事者 4 1.6%

10 その他 10 4.1%

7
テレ訓練をはじめるにあたり覗いてみよう

バーチャルオフィス

4 訓練生のアセスメントと訓練プログラム

5 職場開拓と定着支援の実際と連携

6 就労支援事業所の確認ポイント

1 テレワークの働き方と変化

2 テレワークで働く障害者の実際

3 テレワークを目指す訓練のポイント

1 非常に満足した内容であった。 162 66.7%

2 やや満足した内容であった。 75 30.9%

3 どちらとも言えない。 5 2.1%

4 やや不満のある内容であった。 0 0.0%

5 非常に不満のある内容であった。 0 0.0%

6 その他 0 0.0%

表２ プログラム内容 

図３ 回答者の所属別 

図４ 参加申込者の職種別 

図５ オンデマンド視聴の希望 

表４ 参加申込者の職種別 

図６ プログラムの満足度 

表５ プログラムの満足度 



6 

 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
７．事業所の今後の取り組みと導入方針 
 回答者に今後のテレワーク就労や在宅をはじめと
する遠隔訓練の取り組みと導入の方針について回答
を求めたところ、106名（43.6％）が「積極的に導入又
は取り組み強化をしたい」を選択した。「導入済みの
事業所見学や情報交換を行う検討したい」とする回答
も103名(42.4％)であった。「導入を検討しない」とす
る回答は14名(5.8％)であった（図8,表7）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
８．継続した情報配信とセミナーの希望について 
 回答者の内今後も継続した情報配信やセミナー等
情報案内を希望するとした回答者231名(95.1％)であ
った（図9）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

D.考察 

 本研究の結果、47 都道府県の内 46 都道府県から

の参加があり、就労系障害福祉サービス事業所におい

て、テレワーク就労に関するテーマトピックは全国的

に関心を持たれていることが明らかになった。また関

心を持たれている内容は、「テレワーク就労の実際に

ついて知りたい(445：13.5%)」が最も多く、その実際

や他事業所での取り組み対する関心が高いことが伺

えた。また新型コロナ禍以降、非常事態宣言の期間中

又はそれ以降にも在宅訓練の実施経験のある事業所

も把握されており(PWC、2021)、こうした背景からも、

「テレワーク就労におけるアセスメントの工夫やポ

イントについて知りたい(390：11.9%)」、「テレワーク

就労を実現するための訓練内容について知りたい

（378：11.5%）」、「テレワークをめざす訓練の様々なツ

ールの使い方や事例について知りたい(328：10.0%)」

といった実際の支援内容に関連の高い内容への期待

が高い結果となったと思われる。 

山口（2022）の企業を対象としたテレワーク就労の

1 積極的に導入又は取り組みの強化をしたい。 106 43.6%

2 事業所見学や情報交換を行い検討したい。 103 42.4%

3 導入は検討しない。 14 5.8%

4 その他 20 8.2%

1 テレワーク就労の実際について知る 188 14.0%

2 バーチャルオフィスなどの新しい職場環境について知る 143 10.7%

3 テレワーク就労を実現するための訓練内容について知る 133 9.9%

4 テレワーク就労をめざす訓練の様々なツールの使い方や事例について知る 127 9.5%

5 テレワーク就労におけるアセスメントの工夫やポイントについて知る 124 9.3%

6 テレワーク就労についてがなぜ増えているのかについて理解を深める 114 8.5%

7 テレワーク就労における事業所や利用者の準備すべきことについて知る 113 8.4%

8 テレワーク就労を目指す訓練では対面訓練と何が違うのか知る 108 8.1%

9 テレワーク就労のための職場開拓について知る 105 7.8%

10 テレワーク就労が実現可能なのか知る 105 7.8%

11 テレワーク就労における定着支援について知る 78 5.8%

12 その他 2 0.1%

表 6 学びになった内容 

図７ 学びになった内容 

表 7 今後の取り組み 

図 8 今後の取り組み 

図 9 今後の情報配信の希望 
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実際と課題に関する調査でも、障害者をテレワーク雇

用を企業は、支援機関に対して、当事者の PCスキルの

向上を促すための取り組みを重要視していることが

明らかにされている。この点からも就労系障害福祉サ

ービス事業所の職員自身もより質の高い支援の提供

について情報収集をする必要性を認識していると考

えられる。 

 本オンラインセミナーのプログラムを受講した

者の内 97.9％が満足以上の満足度を示したことは、本

プログラム内容が、一定の就労系障害福祉サービス事

業所のテレワーク就労に向けた現場の支援員の課題

解決に資する効果が期待されることを示していると

思われる。 

 本セミナープログラムの内、最も学びになった内容

としては「テレワーク就労の実際について知る」が最

も多く、次いで「バーチャルオフィスなどの新しい職

場環境について知る」、「テレワーク就労を実現するた

めの訓練内容について知る」、「テレワーク就労をめざ

す訓練の様々なツールの使い方や事例について知る」、

「テレワーク就労におけるアセスメントの工夫やポ

イントについて知る」という結果であった。 

特に「バーチャルオフィスなどの新しい職場環境につ

いて知る」については、当初申込者の期待する内容で

は下位に位置づけられている傾向があったことを踏

まえると、実際にバーチャルオフィスの機能や活用に

ついてデモンストレーションを行うなどしたことは、

現場の実践者にとって、期待を超える新たな学びの視

点となったことが伺える。 

回答者のうち、今後積極的に導入又は取り組む意向

のある者と他事業所の情報収集等は行うも取り組み

を検討すると回答した者を合わせると回答者全体の

86.0％を占めており、本プログラムが就労系障害福祉

サービス事業所のテレワーク就労への取り組みを促

進される効果が期待される内容であったと考えられ

る。 

 回答者の 95.5％が今後も継続的な情報配信やセミ

ナー等の情報提供を希望しており、今後も継続した実

践に活かせる情報発信などのフォローアップや他事

業所の取り組みの動向など継続的な情報発信が必要

になることが明らかになった。回答者の 86.0％は参加

したオンラインセミナーのオンデマンド視聴を希望

しており、当日参加できなかった他の職員への共有や

振り返りや継続学習のために活用などが希望されて

いた。こうした就労系障害福祉サービス事業所の職員

研修に資する研修体制や実施方法を検討することは

非常に重要になっていると思われる。 

Society5.0時代の産業構造変化を見越した就労系障

害福祉サービス事業所の DX やテレワーク就労の支援

力向上を図るためにもこれらに取り組む事業所のコ

ミュニティ形成やネットワーク形成が重要になると

思われた。 

 

E.結論 

 本研究の結果、今回設定したオンラインセミナーの

プログラム内容は、就労系障害福祉サービス事業所の

テレワーク就労を推進するための取り組みとして、一

定の効果があることが確認された。また今後の就労系

障害福祉サービス事業所のテレワーク就労の推進を

促進するためには、以下４点の取り組みに効果が期待

されることが明らかになった。 

（１）テレワーク就労の実際として他事業所の取り組

みや実践を知る機会の創出 

（２）オンデマンド視聴を可能とするセミナープログ

ラムの実施 

（３）それぞれの事業所の実践レベルや支援実績に応

じた多層的な学習コンテンツの提供 

（４）継続的な情報発信及びネットワーク形成を可能

とするプラットフォームの公開 
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